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はじめに
　わが国の公会計制度は、明治期に会計法が制定されて以来、いわゆる官庁会計（単式簿記・現金主

義）で今日まで経理されてきた。しかし 1980 年代から欧米等で新公共経営論（NPM）の考え方によ

り、公共部門の効率化・有効化の改革が進められるのにともない、公会計制度の改革（官庁会計から

企業会計：複式簿記・発生主義）も先進諸国のみならず途上国においても実施されてきた。わが国も

1990 年代から NPM をもとに行財政改革が進められてきたが公会計改革は実施されることはなく、

制度としては国・地方の一般会計等を経理する会計制度は官庁会計のままである。

　わが国で公会計改革の必要性はこれまで会計学や財政学、行政学などで議論され理解はされてきた

が法改正には至っていない。しかしすでに 60 ヵ国以上の国で公会計制度は企業会計へ移行している。

そのためわが国でも法規定の決算は官庁会計で経理しながらも、NPM に促されて公共部門の効率化

等の評価に必要な決算として企業会計による財務書類の作成が任意ではあるが、地方自治体は 2001

から、国は 2003 年からそれぞれ作成されている。財務書類の決算書は、政府の行財政運営には重要

な会計情報である。とくに自治体の詳細な意思決定には財務書類は欠かせない。しかし財務書類の活

用は現場では捗々しくない。

　本稿では、総務省が 2015 年に統一化した公会計基準により作成されている自治体の財務書類につ

いて、調査結果をもとに現状での有用性と限界をまとめたうえで、英国の公会計改革と財務書類の活

用事例も参考にして、わが国における公会計改革の特質と財務書類の今後のあり方を論ずるものであ

る。また公会計改革を推進してきた NPM と公共ガバナンス（NPG）の視点から、財務書類の説明責

任に関して再検討を加えてみたい。

１，公会計改革の議論と地方自治体の決算書
１－１、公会計の領域

　公会計（public sector accounting、governmental and nonprofit accounting）は公共部門の会計で

あり、民間部門とは異なる会計制度である。公会計という用語は以前は官庁会計であったが、NPM

による行財政改革が進むにつれて、公会計が一般的に用いられるようになった。官庁会計は明治期か

らの前近代的会計制度であり、NPM が近代的な企業会計への改革を求めたことで公会計と呼称を変え

てきた。したがって公会計は公共部門の会計ではあるが、近代的な企業会計への改革を意味している。

　民間部門と公共部門の領域とそれぞれの会計制度を図表 1 に示してある 1。民間部門は民間企業を

対象とした企業会計であり、記帳方式は複式簿記で認識基準は発生主義で経理される。これに対して

公共部門は公的企業や非営利団体、政府を対象とした公会計であるが、ここではさらに広義と狭義に

分けられる。広義の公会計は、国民経済計算（SNA）の公的企業である公社・公団、NGO 等が含め

られ、ここでは企業会計とほぼ同じであり複式簿記と完全（一部修正）発生主義で経理される。狭義

の公会計は、SNA の一般政府（general government）である公営企業など政府の影響力の強い事業

であり、予算区分では一般会計と多くの特別会計がここに含まれる。狭義のうち企業（営利）性の強
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い特別会計は企業会計と類似の複式簿記と発生主義で経理されるが、租税で支出される一般行政サー

ビスの一般会計は単式簿記と（修正）現金主義で経理される 2。また狭義のうち一般会計と一部の営

利企業を除いた特別会計は、政府会計として区分することもある。したがって政府会計は、明治から

の官庁会計と同じ単式簿記と現金主義で経理される。

　図表１　企業会計と公会計の会計処理方式と領域

企業会計　［複式簿記・完全発生主義］：営利企業 （株式会社等） 民間部門

　
　
　
公

　
会

　
計

広義［�複式簿記・（完全／修正）発生主義］：公的企業（公社、公団、公庫等）、非営利
団体（NPO、組合、学校等）

公共部門狭義［単式／複式簿記・（修正）現金／発生主義］：一般政府（うち公営企業等）

政府会計［単式簿記・（修正）現金主義］：一般会計, 一部特別会計

１－２、公会計改革の議論

　公会計で議論されるのは主に狭義の政府会計の領域である。広義の公会計はすでに企業会計化が進

められ、独立行政法人会計や公営企業会計の会計制度は企業会計と異なるところもあるが、基本的に

は企業会計の複式簿記と（修正）発生主義で経理されている。一方、狭義の公会計は企業会計と官庁

会計が混在しているが狭義のうちとくに政府会計については、国・地方ともに予算区分の一般会計は

法規定は官庁会計の単式簿記・現金主義のままであり、予算決算はすべて現金主義により経理されて

いる。したがって公会計の議論は、政府会計が前近代的といわれている官庁会計のままであることと

公会計の企業会計化にともなう問題である 3。

　公会計改革の議論はしたがって、公会計と企業会計の関係で論じられる 4。1 つは、両者は基本的

には同じであるとするセクターニュートラルの考え方である。この考え方によれば、公会計基準は民

間の国際財務報告基準（IFRS）等の会計基準に準拠するか収斂する。それゆえ原則として公会計特

有のインフラ資産等であっても他の有形固定資産と同様に認識し評価して財務書類に計上する。英国

やニュージーランド、オーストラリアが採用している。英国は 2000 年に政府資源会計法（Government 

Resource Accounting Act 2000）を制定し国は発生主義による予算決算が始まり、2009 年からは国

と地方に企業会計の IFRS を導入している。もう 1 つは、両者は異なるとする考え方である。ここで

は両者の違いを意識した公会計基準が設定される。政府特有の資産や年金等の負債は異なる会計処理

1　公会計の領域に関する会計学の文献としては石井薫（1989）、若林茂信（1987）など参照。
2　修正の現金主義とは国・地方の一般会計の決算で出納整理期間が設けられているために付けられている。また完全

発生主義と発生主義の違いは、前者は経済資源、後者は財務資源を認識することを意味する。
3　公会計学者の議論は例えば、亀井（2008）、瓦田他（2012）、山本（2001）、財政学者は小西（2012）など。
4　川村（2010）など。
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をして計上するか備忘的な記載に留める 5。米国では連邦政府と州・地方政府にそれぞれ公会計基準

等の専門委員会（FASAB と GASB）があり政府活動を行政タイプと企業タイプに分けて会計基準が

設定されている 6。

　公会計の議論はしたがって、セクター間の違いをどう解釈し会計制度にどう反映させるかである。

とくに民間にないインフラ資産や国防、文化財等資産、公園、年金制度などの認識や測定、評価、表

示などに関するものである。一般的な議論では、公会計改革は企業会計化を志向してきたのであるか

ら、完全発生主義を採用するのであればすべて認識し評価して計上するのが 1 つの考え方である。し

かし市場性のない資産を評価することに異論もある。企業会計にない納税者と政府および政府間の非

交換取引は、税収や政府間財源移転の会計処理についても多様な議論がある。そこには企業会計で絶

対的なベンチマークである利益概念が公会計には無いという根本的な違いがある。また会計学では会

計は言語であるが、公会計は民主性を前提とした制度であるので、政策（政治）との関連で言葉に影

響を及ぼすこともありうる。

　これまでの議論や異論をサーベイしてみると、NPM により公会計改革が進められてきたため大方

は公会計の企業会計化に肯定的であり、世界会計士連盟は国際公会計基準（IPSAS）を作成し、世界

標準となるような公会計基準も示されてきた 7。しかしその一方で、その特殊性や政策的な意義ある

いは実務上の観点から企業会計化のメリットにも言及しながら否定的な議論もみられる。例えば先駆

的な公会計学者の 1 人である R・ジョーンズは、発生主義公会計のテキストを発刊し続けながらも一

方でインフラ資産等の評価に関して問題も指摘している 8。また公会計改革が財政の効率性や透明性

の改善に寄与してきたことは認めつつも、発生主義は企業的政府のみ有効であることを述べている論

文もある 9。さらに公会計研究者の A・ウィンは発生主義のメリットは過去 10 年を振り返って実際

には実現してないことを指摘し、発生主義への公会計改革の意義を否定している意見もある 10。著名

な公会計学者 I・ラプスレイは、公共部門に発生主義導入は自明のことであるが問題のある改革であ

るとしてまとめている 11。

　わが国で公会計に関する議論を振り返ると、会計学関係では 1980 年代から日本会計研究学会など

で公会計部会が発足し企業会計とは別に研究が始められた。また財政関係の学会では 1990 年前後頃

からである。財政法学会では 1988 年に開かれた全国大会のシンポジウムで「地方自治と財務会計制度」

をテーマに財政法の視点から公会計の課題等について討論が行われた。同学会誌である財政法叢書第

5 巻（日本財政法学会編『地方自治と財務会計制度』学陽書房）では、地方公会計の基本問題や地方

5　米国ではかつてこれらの政府固有の資産を受託資産（stewardship assets）として区分していた。
6　英米等のインフラ資産等の扱いについては日本公認会計士協会（2007）にまとめられている。
7　 Jones and Pendlebury.(2010) は制度を含めて詳解している。また実務の解説としては英国の地方制度であるが

CIPFA（2016）が詳しい。
8　Adam, Mussari and Jones (2011).
9　Christiaens and Rommel (2008) など。
10　Wynne (2008).
11　Lapsley Mussari and Paulsson (2009).



明治大学社会科学研究所紀要

- 101 -

自治と地方財務会計などについて公会計の重要性を指摘する研究論文が掲載された。また日本財政学

会では 1990 年代後半に全国大会で公会計のセッションが設けられ、主に財政学の視点から論じたこ

とがあった。例えば 1998 年第 55 回大会ではイギリスの資源会計予算やわが国の先進自治体で取組ま

れていた発生主義財務情報の開示についてその有用性について肯定的な報告があった。さらに 1999

年に学者や会計士で構成された公会計研究グループが国際公会計学会を立ち上げた。ここでの議論は

ほとんどが会計学からの考察であり、肯定的な議論に終始してきた。実務でも公会計改革に懐疑的な

見方はあるものの否定的な見解は少ない。

　公会計改革の議論をみると、会計学の視点からは公共財の会計上の処理に異論はあるものの改革は

是認している。官庁会計の近代化に異論はない。しかし財政学では公会計改革は ‘ 市場の失敗 ’ の領

域に NPM により市場化を持ち込むのであるから、原理的な問題が指摘される。それでも公共部門の

効率化・有効化には公会計の企業会計化が必要であり、公共財サービスの評価のための企業会計化は

求められている。

１－３、地方自治体の決算書：決算統計と財務書類

　地方自治体でまとめられる決算は、条例で定められた会計別の予算対比の決算をまとめた計数表であ

り、証書類とともに議会へ提出され認定され公表される。しかし自治体で調製される決算は、自治体が

個別に設置した会計別の決算であり、地方財政全体の決算を統一して集計することはできない。そのた

め明治期より国が定めた会計（普通会計と公営事業会計）別の決算統計が集計・公表されている 12。

　決算統計は、総務省が作成する「地方財政状況調査表」（全 97 頁）に各自治体が必要な数値を記入

して提出し集計され公表されている。集計された決算統計は、国の統計や政府間の財政調整など政策

決定に重要な決算データを提供するとともに、各自治体の地方財政分析に利用されている。決算統計

は自治体毎の普通会計の「決算状況」としてまとめられ、財政指標（財政力指数、経常収支比率、実

質収支比率、実質公債費比率等）が示されて財政分析等に利用される。決算統計は以上のように、財

政運営の状況を確認する重要な決算である。また類似団体（人口と産業構造で市町村を類型別に区分

し集計値を公表）別の分析も可能となっている。

　以上の会計別の決算とそれをもとにした決算統計に加えて、前述の NPM の要請により企業会計に

よる財務書類の作成が求められてきた。わが国で企業の財務諸表に倣って政府に決算書として財務諸

表の作成が議論されたのは、財政危機に対する 1 つの研究テーマとして 1980 年代からである。1982（昭

和 57）年にまとめられた「地方公共団体の連結・総合決算に関する研究」（地方行政システム研究所）

では、英米の事例も参考にしながら、企業会計方式による決算総合化が検討され、貸借対照表と収支

計算書の作成について減価償却にも触れながらその有用性をまとめていた。また 1988 年に「企業会

計的手法による財政分析と今後の財政運営のあり方に関する踏査研究報告書」（地方自治協会）では、

12　総理府令により全自治体は総務省に決算を決算統計としてまとめて提出が義務付けられている。
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貸借対照表と収支計算書の事例研究とともに財政分析を試みていた。これらの報告書を参考に、福岡

県や高山市、藤沢市などが企業会計類似の貸借対照表を作成し公表して話題となった。

　こうした動きに対して総務省は、2000 年に地方自治体の財務諸表（当初は財務諸表としていた）

に関し「地方公共団体の財政分析に関する調査研究会」を設置し、貸借対照表と行政コスト計算書の

マニュアルを公表して地方自治体に作成を促してきた。その後、地方自治体の財務書類に関する専門

の研究会（「新地方公会計制度研究会」平成 18 年、「今後の新地方公会計の推進に関する研究会」平

成 22 年）で財務書類を整備してきた。また財務省も 2003 年に公会計改革を担当する専門部署として

主計局に公会計室を新たに設置して、国の財務書類の開発を始めた。国の財務書類は 1998 年度の貸

借対照表が公表されてから現在まで公表されている。

　これらの財務書類は、公会計改革が実施されていないため官庁会計で経理された決算をもとに作成

されている。したがって決算からは有形固定資産の減価償却費と職員の退職給与発生分は算定されな

い。ここでは固定資産台帳を整備して取得原価で資産を計上し、単式記帳したデータを複式記帳し直

して財務書類作成に必要となるデータを提供している。こうして便宜的に作成された財務書類は、

NPM が求める財政の効率化・効果化などの決算データとして提供され、また財務書類 4 表が有機的

に関連して財政分析の用にも供されている。しかしこれらの発生コスト等は会計から導かれる決算で

はないため、正確性には欠け精緻な分析はできないという問題も孕んでいる。

　　図表２　地方自治体の３つの決算書の関係

①各自治体の条例による決算 

②総理府令等による調査依頼

決算統計

③任意の財務書類

統一的公会計財務書類（2015年度～）

・一般会計・特別会計:歳入歳出決算書、決算事項明細書、 

実質収支に関する調書、財産に関する調書 

・公営企業法適用決算報告書（貸借対照表、損益計算書等） 

地方財政状況調査表（資料計 97

頁）決算状況、財政状況資料集 

・貸借対照表・行政コスト計算書 

・純資産変動計算書・資金収支計算
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２，わが国の財務書類とその活用状況
２－１、総務省による財務書類の整備：統一的公会計財務書類

　総務省が初めて地方自治体の財務書類として貸借対照表と行政コスト計算書の作成に関するマニュ

アルを「総務省方式」として公表したのは 2001 年である。その後、財務書類の作成基準を自治体の

便宜を勘案しながら複数公表（「総務省方式改定モデル」、「基準モデル」等）したことで混乱が生じ

ていたため 2014 年に統一した「統一的公会計基準」を公表し、全自治体で共通した公会計基準で財

務書類の作成が 2015 年度決算より行われるようになった。

　現行の財務書類は図表 3 に示してあるように、財務書類は 4 表（貸借対照表、行政コスト計算書、

純資産変動計算書、資金収支計算書）である。また貸借対照表の作成のために固定資産台帳を整備す

ることが求められ、全て保有する資産を取得原価で評価して計上することとされた。また条例の決算

は官庁会計で行われるため、財務書類作成のために複式簿記で仕訳して計上することが別途求められ

た。公会計で問題となる税収の扱いについては、持分説と収益説があるがここでは税収は住民からの

拠出と考える持分説を採用し、純資産変動計算書に計上することとされた 13。また国の財務書類は、

体系は 4 表で内容もほぼ自治体と同じである。しかし国と地方は別々に作成されるため国と地方の財

務書類を連結することはできず、国全体の財務書類は作成されない。

　個別の財務書類について簡単にその機能を説明すると、貸借対照表は資産と負債・純資産のバラン

ス状況を示し財政状態を表したものである。企業の資産はキャッシュインフローの能力を表すのであ

るが、公会計では行政サービス提供能力であるがこれは必ずしもキャッシュインフローではない。むし

ろ資産を保有することでキャッシュアウトフローとなるケース（公共施設や文化財等は維持のためのコ

13　なお収益説をとる場合には税収は住民の収益とみなすので行政コスト計算書の経常収益にそれぞれ計上する。東京
都と IPSAS は収益性をとり行政コスト計算書に税収を計上する。この場合は純行政コストは世代間負担の公平性を
示し持分説では純資産変動計算書の本年度差額として示される。

図表３　財務書類の体系

 

統一的公会計財務書類 国の財務書類
貸借対照表 貸借対照表
行政コスト計算書 業務費用計算書
純資産変動計算書 資産・負債差額増減計算書
資金収支計算書 区分別収支計算書

台帳整備
開始貸借対照表作成時に整
備、その後継続的に更新

国有財産台帳・物品管理簿
等を整備

複式記帳
官庁会計処理のデータによ
り発生の都度又は期末に一
括して複式仕訳を実施

官庁会計に連動して発生の
都度複式仕訳を実施

有形固定資
産の評価

取得原価 取得原価

税収の扱い
純資産変動計算書に計上
（持分説）

資産・負債差額増減計算書
に計上（持分説）

財務書類の
体系
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ストがかかる）も多々ある。それゆえ最近の公共施設管理計画等で施設の統廃合が求められている。

行政コスト計算書は企業の損益計算書の費用のみを計上したものである。官庁会計の決算では計上さ

れない有形固定資産の減価償却費が計上され、公共施設の計画的維持補修にコスト情報を提供する。

純資産変動計算書は貸借対照表の純資産の変動を計上したもので税収はここに計上される。資金収支

計算書は官庁会計の決算を活動別に集計しなおしたもので企業会計と同じ配列として作成される。

２－２、財務書類の活用方途
　条例で作成される現行の決算書は、予算対比の決算であり合法規に支出されていることを監査で確

認されることが求められる。その決算をもとにまとめられる決算統計は、明治期から作成され国の統

計や自治体の財政運営に利用され定着している。これに対して財務書類は、2000 年頃から新たに導

入され企業会計に準じて作成されるためある程度の専門知識が必要である。財務書類を活用するため

にはしたがって会計の知識が必要である。現状ではわが国の行政と議会ではこうした知識を有した人

材は限られている。活用する場面で有用性は限定的にならざるをえないのが現状である 14。

　総務省は 2001 年から地方公会計の整備を進めてきたが、財務書類を活用できるよう 2014 年からは

統一的公会計基準による財務書類 15 の作成・公表を全自治体に任意であるが求めてきた。2017 年度

決算では、全ての自治体の HP で統一的基準による財務書類が公表されている。総務省は統一的公会

計基準の財務書類については、①発生主義・複式簿記の導入、②固定資産台帳の整備、③比較可能性

の確保を目的とし、財務書類の利用者については、外部向けには住民や議会、地方債の投資家等に対

する説明責任を適切に果たすために分かりやすく公表することを目指し、内部向けには、財政指標の

設定、適切な資産管理、セグメント分析をあげている。

　一方、地方自治体の現場では、財務書類の活用についてどのように考えているのか。筆者が研究分

担者として加わった科研費調査研究「新しい地方公会計の理論・制度および活動実践」（2016-2018 基

盤研究 B）において、統一的公会計基準に関する実態調査を 2016 年 6 月に実施したのでその調査結

果の一部を紹介したい 16。調査対象は全自治体 1,788 団体であり、有効回答は 1,103 団体（回収率

61.7％）であった。主な調査項目は、財務書類の作成（利活用を含む）、公表、予算・決算評価と財

務書類の関係、財務書類の監査、教育などである。このうち財務書類の利活用に関する質問事項の中

から何に期待しているかを問うた。

　調査結果の一部を図表 4 にまとめてある。質問項目は 6 つ、全体を通してみると、やや期待してい

る、と回答したのが最も多く、期待半分といった状況が読み取れる。個別にみると、説明責任の向上

に関しては、やや期待、が 5 割を超え、大いに期待、と合せると 6 割に上っている。統一された財務

14　後述するように英国の自治体の財務関係者は全て公会計士の資格を持った専門家であり、議員も知識を有している
人が多く活用される環境にある。

15　それまでは基準モデルや総務省方式改定モデルなど複数の財務書類モデルがあったものを統一的公会計基準を示し
て統一した財務書類の作成を求めている。

16　なお調査結果の詳細は、日本会計研究学会第 75 回大会特別委員会最終報告として公表されている。
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書類で説明責任が向上すると期待しているものと思われる。しかし業務の効率化に関しては、あまり

と全く期待していない、を合せると 6 割近くなり効率化への期待は持っていない。固定資産の適正な

管理では、やや期待が 6 割近く、大いに期待と合せると 8 割を超えている。固定資産台帳の整備が進

められたことによるものと推察される。また台帳整備で資産が網羅的に把握されると他団体との財政

比較も信頼性が高まるため 7 割が期待していると回答している。総務省が期待している予算編成への

活用に関しては、やや期待と大いに期待を合せると 5 割を超えているが、あまり期待していないとわ

からないを含めて期待に否定的な回答も 4 割に上っている。おそらく調査時点では評価が難しかった

と思われる。PFI に関しては現状では期待はしていない。

　今後、統一的公会計基準の財務書類が定着して活用の途が探られるようになれば、問題は前述のよ

うに自治体の現場での専門的知識の有無である。企業会計をベースに作成される財務書類を利活用す

るためには、ある程度の会計の専門的知識が求められる。財務書類の活用は、監査部門を含めてそう

した人材の育成が不可欠である。

図表４　財務書類（総務省統一モデル）の利活用に関する実地調査結果（抜粋）

大いに期待している 8.8 4.0 23.1 19.8 6.0 1.8

やや期待している 53.4 27.0 59.4 53.6 47.1 19.6

あまり期待していない 26.1 45.8 10.9 19.1 32.7 45.8

全く期待していない 1.6 12.1 1.1 1.3 3.6 8.6
7.329.99.53.58.017.9いならかわ
5.07.03.02.03.04.0答回未

合　計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

質問事項
財務書類に関して何に期待しているか（％）

説明責任の
向上

業務の効率
化

固定資産の
適正な管理

他団体との
財政比較

予算編成へ
の活用

PFIへの活
用

出所：�日本会計研究学会第 75 回大会特別委員会「新しい地方公会計の理論、制度、および活用実践」（2016）
報告より作成。

２－３、財務書類の活用の実際
　地方自治体の財務書類は作成され始めて 10 年（統一的公会計基準）も経過していない。また行政・

議会には財務書類を読める専門家は極めて少ない。それゆえ活用できる条件は限られている。総務省

は自治体の現場で財務書類を利活用できるよう、活用事例の情報や技術的アドバイスを行い推進して

いる。

　総務省は統一的公会計基準による財務書類の作成・公表が始まってから 2 年が経過した 2017 年度

決算と 2018 年度決算について、全自治体を対象に活用に関する調査を行っている。結果は図表 5 に

示してある。活用状況については、質問事項から、財政指標の分析に活用したケースが最も多く、

2017 年度から 18 年度にかけても増えて半数近くが分析に利用している。財政分析の指標に関しては、

決算統計としてまとめられる財政状況資料集の第 12、13 表に有形固定資産減価償却率が個別の資産
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ごとに示され、老朽化の程度が数値で把握できるように工夫されている。次は、住民への分かりやす

い説明、であるが活用している割合は 4 分の 1 程度である。また、議会での決算審査、などでの資料

としてはあまり活用されていない。さらに活用マニュアルで事例として紹介されている、施設別・事

業別等の活用、ではわずか 57 団体 3.2％である。2017 年度から 18 年度にかけてもそれほど増えてい

ない。公共施設等の管理に活用しているのもわずか 79 団体 4.4％と低い。

　今後、おそらく管理会計として財務書類を内部で利用するようになれば、財政状況資料集のデータ

と合わせて公共施設等の管理にも利用でき、有用な活用方途が見いだせると考えられるが、この調査

結果を見る限りでは、財政指標としての活用にとどまり、財務書類の最も有用な機能が発揮できるセ

グメント別での活用はまだ時間がかかりそうである。

　こうした低調な活用状況の背景には、そのための知識とノウハウがまだ十分に備わっていないこと

があげられる。これまで活用事例として紹介されるのは先進的といわれる自治体に限られている。そ

こでは担当者が会計に精通し積極的に取組む意欲があるケースに限られていることがヒアリング等で

明らかになっている 17。

　統一的公会計基準の財務書類が全自治体で今後も作成・公表され、総務省からの技術的支援も受け

られるようになれば、活用が進み有用性も高まるであろう。今回のコロナ禍で地方財政は国とともに

厳しい状況にある。効率的で効果的な支出はこれまで以上に求められる。そうした財政運営は企業会

計に学ぶところは多い。官庁会計は現在の資金管理しかできないが、企業会計は将来財務諸表の作成

17　本調査に際して公会計先進自治体としてヒアリング調査した京都府精華町では、担当者は公会計に関する専門知識
を有しており長期にわたって関わっていた。また浜松市、習志野市でも同様の状況であった。

 図表 5　財務書類等の活用状況調査（総務省）

質問事項 2018年度中の状況 2017年度中の状況
財務書類等の情報を基に財政指標の分析を
行った

791(44.2%) 583(32.6%)

施設別・事業別等の行政コスト計算書等の
財務書類を作成した

57( 3.2%) 38( 2.1%)

財務書類や固定資産台帳の情報を公共施設
等総合管理計画又は 個別施設計画に反映す
るなど、公共施設の適正管理に活用した

79( 4.4%) 83( 4.6%)

決算審査の補足資料とするなど、議会にお
ける説明資料として活用した

191(10.7%) 130( 7.3%)

簡易に要約した財務書類を作成するなど住
民に分かりやすく財政状況を説明した

457(25.6%) 366(20.5%)

財務書類等の情報を基に,市場公募債の説明
会において財政状況を説明した

17( 1.0%) 12( 0.7%)

)%9.1 (43)%3.3 (95用活の外以記上

　注：％表示は 1,788 団体を分母として計算。
　出所：総務省「統一的な基準による財務書類の整備状況等調査 」2019 年。
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をとおして今後の財政状況を推計できる技術がある。また企業で徐々に導入が始まった統合報告書と

いう、非財務情報も含めた決算書も見据えて自治体の公表する内容を再考すべきよい機会でもある 18。

３，英国の地方自治体の決算書とその活用からの示唆
３－１、英国の地方財政と公会計改革

　はじめに英国の公会計制度を概観しておくと、19 世紀半ば頃から民間の複式簿記が公共部門に取

り入れられ公会計は経常会計と資本会計に分けられて予算決算が行われ、発生主義は 1982 年から地

方自治体に監査が義務付けられたことから導入されている。複式簿記はしたがって公会計改革以前か

ら採用され、予算も資本予算と経常予算の複式予算である。また予算は歳出予算のみが議決され、歳

入予算は税収の見積もりであるため議決されない。会計年度はわが国と同じ 4 月から翌 3 月までであ

るが、国は 1999 年度から地方財政と公的企業を含めた全政府の 3 年度程度の予算枠組みである「歳

出計画」（Spending Review：SR）を作成してきた。また SR をもとに毎年度の歳出予算も議決される。

　地方自治体の予算も経常会計と資本会計に分けられるが、経常会計には一般経常会計、事業会計、

公営住宅会計が設置されている。英国の会計はファンド（fund）別に設置されているので、一般経常

会計は国の一般経常交付金や地方税の一般財源と経常的支出の会計であり、事業会計は公営企業等の

事業収入による事業支出の会計であって、公営住宅は賃料等公営住宅関連収支の会計である。資本会

計はインフラ等資産整備等の地方債や補助金等を財源とした資本的収支の会計である。自治体の予算

も歳出予算のみであり、一般経常会計歳出予算が決まると、その財源として国からの補助金や使用料

手数料等とともに必要な地方税収を見積もり、そこから唯一の地方税であるカウンシル税の当該年度

の税率が決められる。したがって毎年の地方税率は予算額により決められている。

　地方財政運営に際しては、赤字の回避が義務付けられている。自治体の財務責任者（Chief 

Financial Officer：CFO）は銀行残高が赤字になることが見込まれると判断した場合には、1988 年地

方財政法第 114 条に基づく通知（セクション 114 通知）を公表することとなっている。通知が公表さ

れた場合には、議会は 21 日以内に改善策を策定し、監査人によって認められるまでは義務的な福祉・

教育等の経費を除いて支出が停止される 19。こうした状況に備えるため、地方自治体では準備金

（Reserves）の積み立てが義務付けられているが、国の交付金のカットで大幅な支出削減を余儀なく

されてきた 20。英国の地方財政運営は非常に厳しい予算制約のもとで厳格な運営が強いられている。

　地方自治体の公会計は、国とともに民間の会計基準 IFRS に準拠し、第三者機関である勅許公共財

務会計協会（CIPFA）の公表する会計実務コードを順守して決算書が作成される。財政分析や業績

18　自治体の統合報告書については兼村（2020）など参照。
19　実際に最近では 2018 年 2 月にノーザンプトンシャ―広域自治体で年度末までに赤字が確実視されたのでセクショ

ン 114 通知が出され、住民による抗議行動も起こり大きな問題となった。この主因は 2010 年度からのキャメロン連
立政権からの緊縮財政政策とされ、他の多くの地方自治体も危機的財政状況に陥っていた。

20　詳細については兼村（2011）を参照。
21　東（2015）を参照。
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評価等に際しては、予算会計と決算会計の関連性や開示の問題は英国でも指摘されている 21。また英

国では、国・地方・公的企業を連結した全政府決算書（WGA）を 2010 年から公表している。地方自

治体は WGA のための決算シートを記入して国に提出している。したがって地方自治体は毎年度、そ

れぞれの決算書を CIPFA の会計実務コードに基づいて作成するとともに、WGA の決算シートを作

成している。しかし WGA の決算シートも同じ決算データをもとに既定のエクセルファイルに記入す

るだけであるので大きな負担とはなっていない。WGA は国民経済計算との関係で重要な決算として

利用されている。

３－２、英国自治体の財務書類と活用

　前述のように、英国地方自治体の決算は会計実務コードを順守して経理されているため、決算書は

全自治体について同じ内容である。以下では、実地調査で伺ったコーンウォール自治体（イングラン

ド南西部、人口 55 万人の一層のユニタリー自治体）の 2018 年度の決算書（Cornwall Council：

2018/19 Annual Financial Report And Statement of Accounts）を例に見よう（ウエッブサイト：

https://www.cornwall.gov.uk/）22。決算書は全体で約 200 ページであり、概説（議会のガバナンス、

予算と中期事業計画、業績評価など）からはじまり外部監査人の報告（2019 年 7 月 31 日承認）に続

いて決算書（Statement of Accounts）が詳細に記載されている。概説では、財務諸表自体は素人が

理解し解釈するのが難しいことから、読者が財務諸表を理解し自治体の目的とその執行程度を示すの

に役立つ説明と解説が必要であると述べている。また上級管理職の報酬と年期基金の状況の開示もあ

る。さらに 5 千ポンド超える入札・契約の開示も記載されている。

　以下、決算書の概要をみると、最初に最高財務責任官（1972 年地方自治法第 151 条職員）の責任

と監査人の承認について述べられ、主要財務書類、グループ財務書類、補足財務書類、年金基金会計、

そして用語集が記載されている。主要財務書類は図表 6 のように 4 表である。4 表はわが国の財務書

類とほぼ同じであるが会計手続きと記載内容は若干異なっている。1、包括収支計算書は、わが国の

行政コスト計算書に相当するがここでは各経費毎（社会福祉、学校教育、経済対策等）の支出とその

手数料等の収入を示して控除した経常経費純計額が計上される。地方税による負担額を示す前にそれ

ぞれの経費に対応する負担を示している。2、準備金変動計算書は、法律で積み立てが義務付けられ

ている準備金の期中の変動を計上している。3、貸借対照表は、わが国と同じ資産・負債の残額であ

るが、資産負債差額は準備金（一般・特定）として計上される。地方財政規模の小さい英国では自治

体の保有する資産も少なく、人口 55 万人のコーンウォール自治体の資産総額は約 28.5 億ポンド（約

4 千億円）でわが国の同規模の自治体（姫路市人口 53 万人、資産総額 8 千億円）と比較しても半分

である。そして 4、資金収支計算書は、現金収支が経常サービスと資金調達に分けて示され、将来的

22　2019 年 8 月 28 日にコーンウォール自治体（Cornwall Council）を訪問し財政担当者（公会計士）と議員（議長）
に面会しヒアリング調査を実施した。詳細については兼村（2020）にもまとめてある。
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な借入を予測するうえで有用とされている。わが国と同じであるがより簡素である。これらの財務書

類には 40 の注記が付されており、自治体（議会）の財務実績、財政状態、資金収支に関する詳細な

情報を提供している。

図表６　英国自治体の財務書類
１、包括収支計算書

（Comprehens ive income　
and expenditure statement）

すべての収入と支出を会計コードに従って一覧計上したもの。収支対応項目
は純額計上。

２、準備金変動計算書
（Movement in reserves
Statement）

準備金の年度中の移動を計上したもの。法律によって調整されるすべての準
備金の収入と支出を含む。

３、貸借対照表
（Balance sheet）

年度末時点の資産・負債・準備金を計上したもの。準備金には年金準備金や
資本調整勘定など法定された自治体特有のものが含まれる。

４、資金収支計算書
（Cash flow statement）

会計年度中に銀行口座に入出金したキャッシュフローの要約表。

出所：CIPFA 2019.

　英国で自治体の決算書の活用に関する議論については、コーンウォール自治体で財政担当者と議員

にヒアリングした印象によると、とくに活用に関しては論じたことはないという回答であった。すで

に財務書類の決算書はこれまで実務コードをもとに作成されてきており、法規定に定められた決算数

値をチェックすることで活用されているからであろう。また財務書類の情報は、財政運営が厳しくな

ると準備金変動計算書は貸借対照表より重要な決算情報となり順番が入れ替わる。資産評価も実際の

価値を反映するように、IFRS に準拠して評価している。

　英国でもわが国と同様に事業評価を行ってきたが、現在はコスト（人件費等）に比して有効性が無

いことを理由に全て廃止されている。英国では現在、健全財政を維持するために評価指標として財務

書類の資産・負債額をもとに算定されている。財政健全指標の算定では、流動資産に対する流動負債

の比率（年 1 ～ 3 倍以内）や純経常予算に対する準備金の比率（年 2％以上）で求められる。ここで

比率として計算される財務書類の数値は、CIPFA の実務コードに拠るため統一され法定されている。

わが国でも健全化判断比率による財政健全化は決算統計で算定されているが、財務書類が統一的公会

計基準で統一されはじめたので英国の上記のような借入資金（地方債）の安全性指標を資産・負債情

報から算定でき、今後の活用として参考になろう。

３－３、英国の公会計改革と自治体の財務書類からの示唆

　わが国は近代国家創設時から英国を範にして行政制度等を取り入れてきた。取り入れる過程では、

わが国の歴史的背景や政治体制などで変質させてきた。議会制民主主義を例にとるなら、明治政府は

幕藩体制の影響を受けながら作り上げたところもあり、首相の権限は弱められ、英国の首相に比して

決められない首相となったところもある。

　英国の公会計改革も NPM からの流れではあるが、歴史を辿ると英国の公会計は 19 世紀から複式
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簿記など企業会計と共通するところがあった。これは地方自治体などで不正経理があり、早くから議

会による監査が求められ、そのためにすでに発展していた企業会計による経理が求められていた。民

間も含めて外部による監査が不可欠だったのであり、そのための公会計制度として官庁会計ではなく

企業会計に近い経理が早くから求められていた。英国の CIPFA が 1885 年に創設されたのもそうし

た背景がある。

　英国の公会計改革は地方自治体の場合には、1980 年代から経済効率性（Value For Money）の外

部監査が義務となりそのための決算書として発生主義の導入が必然となった。VFM はその後に行政

サービス等の業績測定（Performance Measurement）が行われるようになり、公会計基準は民間の

会計基準（IFRS）に収斂させるなどセクターニュートラルへと進んだ。上述したように、英国の財

務書類は公会計基準が IFRS に準拠したものであり、19 世紀からの公会計が民間の企業会計と同じ

となったのである。

　英国の公会計改革の経緯とそこから作成される財務書類についてまとめると、1 つは、歴史的な背

景が異なるなかで公会計改革が行われてきたことである。英国の公会計はそのはじめから官庁会計と

して別の会計ではなかったため容易に公会計の企業会計化が行われたとみることができる。2 つは、

外部監査と業績測定が公会計改革を必然ならしめたことである。外部監査は発展してきた企業会計を

公会計に求め、NPM は業績測定を求めて現金主義から発生主義の導入を迫り、そのための決算は企

業類似の財務書類が必然的に求められた。3 つは、第 3 者機関による外部の公会計基準等設定機関が

おかれていることである。自治体の決算書である財務書類が機能していくためには公正中立な公会計

専門機関が必要である。

　以上から、公会計改革は理論的に納得しうるものであっても、歴史と環境の中でどう取り入れるか

を考えることが重要である。英国の公会計改革は外部監査が大きな役割を果たしてきた。また英国の

企業会計が 18 世紀頃から発展するなかでの公企業も企業会計で経理され、官庁会計として分離して

こなかった経緯もある。それゆえわが国のように、近代国家創設時から官庁会計として公会計が企業

会計とは別に制度化されていたのとは異なる。公会計改革を説く NPM はだれしも肯定するが、制度

を大きく転換させるには移行時間は必要である。またそのための環境（CIPFA など）の整備も必要

である。さらに自治体の財務書類は、より企業会計に準拠して作成されるべきであろう。それにより

会計士（CPA）等の専門家が自治体に入って活用することができる。公会計財務書類であれば、会

計士が活用できるとは限らない。わが国も公会計改革をだれも否定はしないが、こうした環境を整え

ないで急ぐと滞る恐れがある。

４，財務書類に求められる説明責任
４－１、公共経営論（NPM）からの再考

　NPM からの説明責任に触れる前に、社会的責任の視点から決算書を考えてみたい。企業の社会的

責任（CSR）は言われて久しいが、政府にもそれ以上の社会的責任が求められていることは明らかで
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ある。企業の社会的責任は高い倫理観をもって果たすことが憲章として示されている（「企業行動憲章」

経団連）。政府も倫理的観点から社会的責任を考える必要があり、そこには説明責任が同時に求めら

れる。しかし政府の説明責任に関する規定は見当たらない。関連すると思われる規定を探すと、2001

年に制定された政策評価法が該当しよう。同法第 1 条目的に「政策の評価に関する情報を公表しもっ

て効果的かつ効率的な行政の推進に資するとともに、政府の有するその諸活動について国民に説明す

る責務が全うされること」と述べている。国の政策評価は総務省が担当し、各機関の政策の効果等に

関して評価結果を提供しているが評価事項は限定されている。地方自治体では多くで予算マネジメン

トを意識して PDCA サイクルを機能させる中で事業評価を実施している。財務書類は間接的にでは

あるが説明責任に寄与していることになるかもしれない。

　NPM とともに推し進められてきた行財政改革は、公会計改革でも財務書類が作成されるようにな

り、政府の社会的責任の一端には貢献していると言えよう。世界的潮流をみても公会計改革はほとん

どの先進国で終えている。NPM は後述する公共ガバナンス論（NPG）からの議論はあるものの引き

続き支持されている。

　しかし公会計改革と NPM は根本的な議論では理論の深化はみられないままである。公会計は会計

学と財政学、経営学、行政学などの学際的領域であり、公共経営論（NPM）という経営理論を行財

政論の領域に持ち込むことには更なる議論が必要である。市場と市場の失敗の融合となる NPM は、

論理矛盾したところもあるからである。具体的には公会計と企業会計を同じとしたセクターニュート

ラルの会計基準は、公会計改革の先端であるようには映るが、運用には調整しなければならない会計

処理も多い。一方、公私の会計セクターは異なるとして NPM をそのままは取り入れない会計基準を

設定しているところもある。いずれにしても財務書類の企業会計化に向けた公会計改革は、予算に対

して決算の重要性を認識させたことは大きな意義があった。

４－２、公共ガバナンス論（NPG）の視点

　公会計と企業会計の領域を分けているのは市場性の有無である。公会計のうちとくに狭義の政府会

計は、純公共財サービスを扱う ‘ 市場の失敗 ’ の領域である。ここでは経済的効率性（VFM）の測定（事

務事業評価）は困難であり、経済合理性は見出せず、財政民主主義が基本原理である。したがって ‘ 事

業仕分け ’ のように公共サービスを ‘ 高い、安い ’ という価格づけが原理的にはできない。それゆえ

民主的な選択の手続きが不可欠であって、公共性の支配する領域であり、NPM の論理は厳密には機

能しえないところでもある。

　公共ガバナンス論（NPG）ないし公共サービス論（NPS）は、1990 年代頃から登場した NPM の

行き過ぎた改革へのアンチテーゼでもあった 23。‘ 市場の失敗 ’ の領域で疑似的にも市場を持ち込んで

公共サービスを価格付けする NPM は、そのこと自体は財政の効率化・有効化のためには市場化が必

23　NPG の議論については、Denhardt and Denhardt（2011）など参照。
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要であったであろうが、行き過ぎた改革は揺り戻しの議論も起こる。もちろん公共性が高く民主的決

定があるからといって効率性を無視してよいということではない。公共の資源をその使途について民

主的決定に委ねても、執行のプロセスは効率性を確保すべきことは NPM に拠らなくてもだれも首肯

できる。

　公会計ではこの優先順位が重要である。企業会計では利潤がメルクマールであるので効率性が優先

されるが、公会計は政府の会計であるので ‘ 住民の福祉の向上 ’ が基本であって民主性が優先され、

ここには資源の効率的使用も同時に求められることになる。公会計の議論では、これまでこうした

NPG で論じられてきた民主性がそれほど語られてこなかったように思われる。発生主義を公会計で

否定するわけではないが、公会計に求められる役割が企業会計とは異なることをより明確にして議論

をするべきであろう。発生主義は経済資源の費消を測定するのであるから、そのことは当然に公会計

でも重要である。問題は公会計には収益の概念がないため、企業会計の ‘ 費用収益対応の原則 ’ が適

用できない。公会計では費用が企業会計の費用としてそのまま認識できず計上できない。ここに解釈

等の問題が生じ NPM の論理的限界があり、NPG が 1 つの議論の方向として登場してきたともいえる。

財政民主主義は公会計でどう取り込んでいくのか、今後の課題でもある。

おわりに
　わが国の地方自治体の財務類はあくまで便宜的に作成されているのであって、制度としてはいまだ

に官庁会計で国・地方の一般会計の予算決算が経理されている。現金主義の予算決算は実額の現金収

支が計上され資金管理では優れているが、実態の収支は見えず真実は伝えていない。企業の決算が伝

えている実態の活動と比較することができない。このことは見えないゆえに、不都合なこともそうで

ないことも隠されている。減価償却の費用等でみると予算決算規模の 1 割程度が計上されず見えない。

わが国でも財務書類が公表されるようになったが、便宜的な会計処理により企業類似の財務書類にす

ぎない。それゆえ事業評価などで詳細な財政分析を行うと条件が付いてしまう。公会計論や財政学で

まだ公会計改革の議論は十分に尽くされていない。理論的にも研究を進めなければならない。それゆ

え公金の支出とその成果について政府の説明責任は果たされていない。

　本論では、地方自治体の財務書類について、現状の利用状況とすでに公会計改革を終えて財務書類

を財政運営で活用している英国の事例を紹介しながら、わが国の公会計改革と今後の財務書類のあり

方などを述べた。しかしわが国ではいまだに官庁会計を変える必要性を英国に範をとった政治が認識

していない。今回のコロナ禍でもこれまでのところ、巨額の債務を負ったにもかかわらず、公会計改革

の風を吹かすような機運はない。制度改革は研究者が論を重ねても最終的には政治が決断しなければ

実現しない。今後、財政破綻が現実的となっても、外圧で押されるまでは実現しないのではないかと

危惧している。その前に公会計改革を実施し、実態を映す決算書の整備を進めてもらいたいものである。
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